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回次
第86期

第２四半期連結
累計期間

第87期
第２四半期連結

累計期間
第86期

会計期間

自2022年
　４月１日
至2022年
　９月30日

自2023年
　４月１日
至2023年
　９月30日

自2022年
　４月１日
至2023年
　３月31日

売上高 （百万円） 45,859 47,332 99,730

経常利益 （百万円） 73 208 28

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純損失（△）
（百万円） △562 △1,114 △2,053

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,044 1,076 △186

純資産額 （百万円） 51,686 49,388 48,887

総資産額 （百万円） 84,721 81,861 82,903

１株当たり四半期（当期）純損失

（△）
（円） △24.48 △50.35 △89.70

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 60.6 59.9 58.5

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △3,889 △407 △787

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △742 △315 △2,050

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 1,147 △1,884 △30

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高
（百万円） 15,784 13,893 15,885

回次
第86期

第２四半期連結
会計期間

第87期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自2022年
　７月１日
至2022年
　９月30日

自2023年
　７月１日
至2023年
　９月30日

１株当たり四半期純損失（△） （円） △12.70 △9.35

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、１株当たり四半期(当期)純損失であり、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の行動制限が解除され、持ち直しの

動きが見られたものの、ウクライナ紛争の長期化によるエネルギー価格の高騰や円安進行による物価上昇、各国の政

策金利引き上げによる金融不安等の影響により、先行き不透明な状況が続いております。

　当社グループの主要事業分野であります自動車関連業界におきましては、半導体供給不足の緩和により生産活動が

徐々に回復しつつあるなか、中国におけるNEV市場拡大に伴う競争激化、原材料価格の高騰が続いており厳しい経営

環境にあります。

　当第２四半期連結累計期間におきましては、売上高は47,332百万円（前年同期比3.2％増）、営業損失は276百万円

（前年同期は1,137百万円の損失）、経常利益は208百万円（前年同期比183.0％増）、親会社株主に帰属する四半期

純損失は1,114百万円（前年同期は562百万円の損失）となりました。

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

(a) 日本

　主要顧客の自動車生産台数が前年同期と比べ増産となったことにより、売上高は19,123百万円（前年同期比3.2％

増）となり、営業損失は131百万円（前年同期は90百万円の利益）となりました。

(b) 北米

　為替影響により売上高は13,772百万円（前年同期比9.1％増）、営業損失は1,293百万円（前年同期は1,689百万円

の損失）となりました。

(c) アジア

　中国における自動車生産台数が減少したことにより、売上高は14,436百万円（前年同期比1.8％減）、営業利益は

667百万円（前年同期比16.3％増）となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間において営業活動の結果減少した資金は、407百万円（前年同期は3,889百万円の減

少）、投資活動の結果減少した資金は、315百万円（前年同期比57.5％減）、財務活動の結果減少した資金は、1,884

百万円（前年同期は1,147百万円の増加）となりました。

　この結果、当第２四半期末の現金及び現金同等物の残高は13,893百万円となりました。
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(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動によるキャッシュ・フローは、407百万円の減少となりました。これは主として、棚卸資産の減少額が

1,665百万円であったものの、仕入債務の減少額が2,302百万円であったことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動によるキャッシュ・フローは、315百万円の減少となりました。これは主として、有形固定資産の取得に

よる支出が402百万円であったことによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動によるキャッシュ・フローは、1,884百万円の減少となりました。これは主として、長期借入金の返済に

よる支出が771百万円、短期借入金の純減額が475百万円であったことによるものであります。

(3）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間における研究開発活動に係る費用の総額は871百万円であります。なお、当該金額には

既存製品の改良、応用等に関する費用が含まれており、「研究開発費等に係る会計基準」（企業会計審議会）に規定

する「研究開発費」は90百万円であります。

　また、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 49,195,000

計 49,195,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第２四半期会計期間末現

在発行数（株）
（2023年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年11月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 23,475,352 23,475,352

東京証券取引所

プライム市場（第２四半

期会計期間末現在）

スタンダード市場（提出

日現在）

名古屋証券取引所

プレミア市場

単元株式数

100株

計 23,475,352 23,475,352 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

 2023年７月１日～

 2023年９月30日
－ 23,475 － 7,289 － 7,022

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2023年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式（自己

株式を除く。）の

総数に対する所有

株式数の割合

（％）

テイ・エス テック株式会社 埼玉県朝霞市栄町３丁目７番27号 7,981 36.42

IMASEN取引先持株会 愛知県犬山市字柿畑１番地 919 4.20

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 790 3.61

今仙電機従業員持株会 愛知県犬山市字柿畑１番地 609 2.78

INTERACTIVE BROKERS LLC

（常任代理人　インタラクティ

ブ・ブローカーズ証券株式会

社）

ONE PICKWICK PLAZA GREENWICH,　

CONNECTICUT 06830 USA

（東京都千代田区霞が関３丁目２番５

号）

519 2.37

株式会社三十三銀行 三重県四日市市西新地７番８号 505 2.30

UBS AG LONDON A/C IPB

SEGREGATED CLIENT ACCOUNT

（常任代理人　シティバンク、

エヌ・エイ東京支店　ダイレク

ト・カストディ・クリアリング

業務部長）

BAHNHOFSTRASSE　45,8001　ZURICH

SWITZERLAND

（東京都新宿区新宿６丁目27番30号）

413 1.89

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番12号 401 1.83

日本発條株式会社 神奈川県横浜市金沢区福浦３丁目10 310 1.41

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山２丁目１番１号 290 1.33

計 － 12,742 58.14

（５）【大株主の状況】

2023年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 1,558,200

完全議決権株式（その他） 普通株式 21,908,900 219,089 －

単元未満株式 普通株式 8,252 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数 23,475,352 － －

総株主の議決権 － 219,089 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　（注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の普通株式9,000株（議決権の数90個）が含ま

れております。

　　　　２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式47株が含まれております。
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2023年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株

式数（株）
他人名義所有株

式数（株）
所有株式数の合

計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合（％）

（自己保有株式）

㈱今仙電機製作所

愛知県犬山市字柿

畑１番地
1,558,200 － 1,558,200 6.64

計 － 1,558,200 － 1,558,200 6.64

②【自己株式等】

（注）当第２四半期連結累計期間において、2022年11月24日開催の取締役会決議に基づく自己株式567,500株の取得

を実施しました。また、2023年７月７日開催の取締役会決議に基づき、2023年８月４日に譲渡制限付株式報酬として

自己株式23,800株の処分を実施しました。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2023年７月１日から2023

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 17,283 15,181

受取手形及び売掛金 16,420 16,005

電子記録債権 5,462 5,992

棚卸資産 ※ 14,765 ※ 13,681

その他 2,336 2,335

貸倒引当金 △266 △281

流動資産合計 56,003 52,916

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,771 6,751

機械装置及び運搬具（純額） 5,061 5,305

その他（純額） 8,391 8,305

有形固定資産合計 20,224 20,362

無形固定資産

その他 700 805

無形固定資産合計 700 805

投資その他の資産

投資有価証券 5,251 6,841

その他 750 964

貸倒引当金 △27 △27

投資その他の資産合計 5,975 7,777

固定資産合計 26,900 28,945

資産合計 82,903 81,861

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 10,434 8,369

電子記録債務 4,612 5,142

短期借入金 5,884 5,896

未払法人税等 283 184

賞与引当金 806 767

製品保証引当金 381 102

その他 3,777 4,300

流動負債合計 26,180 24,764

固定負債

長期借入金 2,516 1,858

退職給付に係る負債 1,652 1,482

その他 3,666 4,367

固定負債合計 7,835 7,708

負債合計 34,016 32,472

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 7,289 7,289

資本剰余金 7,041 7,041

利益剰余金 28,021 26,736

自己株式 △763 △1,120

株主資本合計 41,589 39,948

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,002 3,084

為替換算調整勘定 4,783 5,843

退職給付に係る調整累計額 135 123

その他の包括利益累計額合計 6,921 9,051

非支配株主持分 376 389

純資産合計 48,887 49,388

負債純資産合計 82,903 81,861
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日

　至　2023年９月30日)

売上高 45,859 47,332

売上原価 ※１ 43,500 43,989

売上総利益 2,359 3,343

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 935 844

給料手当及び賞与 ※１ 1,071 1,132

賞与引当金繰入額 152 106

退職給付費用 30 36

減価償却費 77 69

その他 1,229 1,430

販売費及び一般管理費合計 3,497 3,619

営業損失（△） △1,137 △276

営業外収益

受取利息 74 77

受取配当金 92 103

為替差益 1,034 504

その他 102 118

営業外収益合計 1,304 803

営業外費用

支払利息 80 205

支払補償費 1 82

その他 10 30

営業外費用合計 92 318

経常利益 73 208

特別利益

固定資産売却益 14 124

投資有価証券売却益 0 32

特別利益合計 15 156

特別損失

固定資産処分損 1 13

減損損失 － 32

特別退職金 － ※２ 947

特別損失合計 1 993

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
87 △627

法人税、住民税及び事業税 561 503

法人税等調整額 72 △47

法人税等合計 633 455

四半期純損失（△） △546 △1,083

非支配株主に帰属する四半期純利益 16 30

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △562 △1,114

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日

　至　2023年９月30日)

四半期純損失（△） △546 △1,083

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △128 1,082

為替換算調整勘定 2,750 1,090

退職給付に係る調整額 △30 △12

その他の包括利益合計 2,590 2,160

四半期包括利益 2,044 1,076

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,990 1,015

非支配株主に係る四半期包括利益 54 61

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日

　至　2023年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△）
87 △627

減価償却費 1,419 1,451

賞与引当金の増減額（△は減少） 5 △38

製品保証引当金の増減額（△は減少） 11 △293

受取利息及び受取配当金 △167 △180

支払利息 80 205

雇用調整助成金 △72 －

特別退職金 － 947

固定資産処分損益（△は益） △12 △111

売上債権の増減額（△は増加） △756 639

棚卸資産の増減額（△は増加） △2,683 1,665

仕入債務の増減額（△は減少） △437 △2,302

その他 △835 △235

小計 △3,359 1,117

利息及び配当金の受取額 156 178

利息の支払額 △83 △202

雇用調整助成金の受取額 83 －

特別退職金の支払額 － △903

法人税等の支払額 △686 △597

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,889 △407

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 129 216

有形固定資産の取得による支出 △706 △402

投資有価証券の取得による支出 △35 △34

その他 △131 △94

投資活動によるキャッシュ・フロー △742 △315

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,305 △475

長期借入れによる収入 200 200

長期借入金の返済による支出 △950 △771

リース債務の返済による支出 △224 △247

セール・アンド・リースバックによる収入 968 －

配当金の支払額 △114 △168

その他 △36 △422

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,147 △1,884

現金及び現金同等物に係る換算差額 814 616

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,670 △1,991

現金及び現金同等物の期首残高 18,455 15,885

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 15,784 ※ 13,893

（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
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前連結会計年度
（2023年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2023年９月30日）

製品 2,469百万円 2,384百万円

仕掛品 1,454 1,672

原材料及び貯蔵品 10,842 9,624

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※　棚卸資産の内訳は、次のとおりであります。

（四半期連結損益計算書関係）

※１　雇用調整助成金

前第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

　新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、休業を実施したことにより支給した休業手当等について、雇用調整助成

金の特別措置の適用を受け、助成金の支給見込額から68百万円を売上原価、４百万円を販売費及び一般管理費から控

除しております。

当第２四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

　該当事項はありません。

※２　特別退職金

当第２四半期連結累計期間（自  2023年４月１日  至  2023年９月30日）

　特別損失における特別退職金947百万円は、当社グループにおける希望退職者の募集による割増退職金及び再就職

支援費用等であります。

前第２四半期連結累計期間
（自  2022年４月１日

至  2022年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  2023年４月１日

至  2023年９月30日）

現金及び預金勘定 17,042百万円 15,181百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,257 △1,288

現金及び現金同等物 15,784 13,893

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。
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（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月12日

取締役会
普通株式 114 ５ 2022年３月31日 2022年６月１日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年11月７日

取締役会
普通株式 172 7.5 2022年９月30日 2022年12月２日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月12日

取締役会
普通株式 168 7.5 2023年３月31日 2023年５月31日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月７日

取締役会
普通株式 131 6.0 2023年９月30日 2023年12月４日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

　（1）配当金支払額

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

　（1）配当金支払額

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの
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（単位：百万円）

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）２

日本 北米 アジア 合計

売上高

(1）外部顧客への売上高 18,538 12,619 14,701 45,859 － 45,859

(2）セグメント間の内部売上高又
は振替高

6,596 23 2,708 9,328 △9,328 －

計 25,134 12,642 17,410 55,187 △9,328 45,859

セグメント利益又は損失（△） 90 △1,689 574 △1,024 △112 △1,137

（単位：百万円）

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）２

日本 北米 アジア 合計

売上高

(1）外部顧客への売上高 19,123 13,772 14,436 47,332 － 47,332

(2）セグメント間の内部売上高又
は振替高

5,999 11 2,981 8,992 △8,992 －

計 25,122 13,783 17,418 56,324 △8,992 47,332

セグメント利益又は損失（△） △131 △1,293 667 △757 480 △276

（セグメント情報）

　【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．セグメント間取引消去によるものです。

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．セグメント間取引消去によるものです。

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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（単位：百万円）

報告セグメント

合計
日本 北米 アジア

シート・電装 11,717 12,044 13,416 37,177

電子 4,625 575 1,285 6,486

その他 2,195 － － 2,195

顧客との契約から生じる収益 18,538 12,619 14,701 45,859

外部顧客への売上高 18,538 12,619 14,701 45,859

（単位：百万円）

報告セグメント

合計
日本 北米 アジア

シート・電装 11,913 13,147 13,044 38,105

電子 4,994 624 1,391 7,011

その他 2,215 － － 2,215

顧客との契約から生じる収益 19,123 13,772 14,436 47,332

外部顧客への売上高 19,123 13,772 14,436 47,332

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第２四半期連結累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年９月30日）

当第２四半期連結累計期間（自 2023年４月１日 至 2023年９月30日）

前第２四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年９月30日）

１株当たり四半期純損失（△） △24円48銭 △50円35銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

（百万円）
△562 △1,114

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失

（△）（百万円）
△562 △1,114

普通株式の期中平均株式数（千株） 23,001 22,129

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

2023年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

１　中間配当金の総額　　　　　　　　　　　　　 131,502千円

２　１株当たり中間配当額　　　　　　　　　　　　　　 6.0円

３　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　2023年12月４日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年11月８日

株式会社今仙電機製作所

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

名古屋事務所

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 高﨑　　博

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 大橋　敦司

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社今仙電

機製作所の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2023年７月１日から2023

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社今仙電機製作所及び連結子会社の2023年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。



（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役社長執行役員櫻井孝充は、当社の第87期第２四半期（自2023年７月１日　至2023年９月30日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。


